
 

 

 

 

 

売買春に係る規制の在り方検討会 

（第６回） 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和８年７月３日（金）   自 午後１時００分 

                      至 午後３時５２分 

 

第２ 場 所  法務省大会議室 

 

第３ 議 題  １ ヒアリング 

        ２ 警察における売買春の取締り及び防止に向けた取組について 

        ３ 論点についての議論 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○栗原参事官 ただ今から、売買春に係る規制の在り方検討会の第６回会議を開催いたします。 

○北川座長 本日は、皆様御多用中のところ、御出席くださり、誠にありがとうございます。 

  本日、星委員におかれましては、所用のため途中で退席される予定と伺っております。 

  まず、議事に入る前に、前回会議以降、委員の異動がありましたので、御紹介させていた

だきます。保坂啓介氏が委員を退任され、新たに、大門雅弘氏が委員となられました。 

  大門委員、簡単で結構ですので、自己紹介をお願いいたします。 

○大門委員 警察庁生活安全局保安課長の大門と申します。前任の保坂に続きまして、売春関

連事犯の取締りを所掌する観点から参加をさせていただきたいと思っております。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○北川座長 大門委員、ありがとうございました。 

  次に、事務当局から、本日お配りした資料について説明をしていただきます。 

○栗原参事官 本日は、ヒアリング出席者名簿、ヒアリング出席者の説明資料、大門委員提出

の資料をお配りしております。 

○北川座長 それでは、議事に入りたいと思います。 

  前回会議において、「勧誘等に対する規制の在り方」についての議論の中で、勧誘等に対

する規制の在り方について検討するに当たっては、路上売春が特に問題となっている地域

の方々や、売春防止法第５条違反事件の取締りを行う立場にある警察の方から、売買春を

めぐる近時の実情等について更に知見を伺うことが有益と考えられるといった御意見が、

複数の委員から述べられました。 

  そこで、こうした御意見を踏まえて私の方で検討し、本日は、各論点について二巡目の議

論に入るに先立ちまして、ただ今申し上げた点に関して知見を有する方々からお話を伺う

こととしたいと思います。具体的には、ヒアリング出席者名簿記載の新宿区の御担当者の

方から、新宿区における売買春の現状と対策について、また、警察庁の大門委員から、警

察における売買春の取締り及び防止に向けた取組について、それぞれ御説明いただきたい

と考えております。本日は、各論点についての議論に先立って、これらの方々からお話を

伺うということでよろしいでしょうか。 

             （一同異議なし） 

○北川座長 ありがとうございます。本日の進行としては、まず、新宿区の御担当者の方から
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１５分程度お話を伺った後、１０分程度質疑応答の時間を設け、次に、大門委員から、同

様に、１５分程度お話を伺った後、１０分程度質疑応答の時間を設けるという流れで進め

させていただきます。そして、その後、１０分程度休憩を取った上で、「論点整理」に記

載の各論点について、二巡目の議論を行っていただきたいと考えております。 

  それでは、ヒアリングを始めたいと思います。 

  まず、新宿区危機管理担当の金子修様、浅見英之様からお話を伺いたいと思います。 

  座長を務めております、北川でございます。本日は、御多用中のところ、ヒアリングに御

協力いただき、誠にありがとうございます。 

  それでは、金子様、浅見様、どうぞよろしくお願いいたします。 

○金子氏 ただ今御紹介いただきました、新宿区危機管理担当部長の金子と申します。本日は、

このような機会を頂きまして、大変ありがとうございます。新宿区における売買春の現状

と対策について、御説明いたします。本日お配りしている資料については、保安上の観点

等から非公表としていただきたい部分がありますので、御配慮いただければと思います。 

  新宿区では、売買春の問題は、地域の安全・安心、さらには、まちのイメージにも関わる

重要な課題と捉えています。また、近年、メディアやＳＮＳ等で大きく取り上げられ、社

会問題としての認識が広がっています。本日は、歴史を踏まえ、現状、対策、課題につい

て説明いたします。 

（スライド２枚目） 

  本日の説明は、五つの項目で構成しております。一つ目に、歌舞伎町地区における街娼の

歴史、二つ目に、コロナ禍以降の歌舞伎町の現状、三つ目に、新宿区の対策、四つ目に、

課題、最後に、地元町会の声と新宿区の意見について、という流れです。特に、現状と課

題の部分については、近年大きく変化している点を中心に御説明いたします。 

（スライド４枚目） 

  まず、歌舞伎町地区における街娼の歴史です。売買春の問題は決して新しいものではなく、

歌舞伎町周辺における街娼に関しては、戦後の混乱期、古く言えば、内藤新宿ができたと

きからの飯盛女からの時代もございますが、本日は、戦後からのお話をさせていただきた

いと思います。歌舞伎町周辺における街娼は、戦後混乱期において、闇市とともに自然発

生的に広がったと言われています。その後、昭和３１年に売春防止法が成立し、公娼制度

は廃止されましたが、街娼は完全になくなることはなく、地下化・分散化しながら存続し

てきました。高度経済成長期には、新宿が日本を代表する歓楽街として発展し、人の流入
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とともに、街娼も一定規模で存在し続ける状況になったと言われています。平成に入り、

インターネットの普及、さらにスマートフォンやＳＮＳの普及により、客探しの手法は大

きく変化しました。従来の路上型から、インターネットを活用した形へ移行し、一時的に

は見えにくい問題となりました。しかし、令和に入り、特にコロナ禍を契機として、再び

路上での形態が顕在化している点が、現在の状況の大きな特徴です。 

（スライド６枚目） 

  次に、コロナ禍以降の歌舞伎町の現状です。こちらの図で示しているのは、歌舞伎町二丁

目において街娼による売買春が確認されている主なエリアです。左上の「４３」と記載さ

れている大久保公園の周辺の路上、ピンクでハッチングされている部分ですが、こちらが

中心で、現在でも一定数の街娼が集まる状況が見られます。また、近年では、大久保公園

周辺の我々のパトロール活動等により、近隣のホテル街、黄色くハッチングされている部

分ですが、そちらのホテル街の路上や出入口付近で客待ちをするようになり、分散化して

いる傾向があります。 

（スライド７枚目） 

  古くから歌舞伎町周辺の街娼は存在していましたが、近年は、コロナ禍を契機に増加傾向

にあり、その主体が若年の日本人女性に変化していると指摘されています。背景には、複

合的な要因が考えられます。例えば、ホストクラブとの関係、家庭環境の問題、経済的困

窮、さらにはＳＮＳによる情報拡散などです。特に、ＳＮＳによって情報が拡散されるこ

とで、結果として、大久保公園周辺が広く「客待ちの場所」として認知されるようになり

ました。 

（スライド８枚目） 

  さらに、この情報は国内にとどまらず、海外にも広く拡散しています。その結果、買春や

見物を目的とした外国人観光客が増加し、一種の観光的スポットとして扱われるようにも

なっています。これにより、新たな問題も発生しています。言語の違いによる金銭トラブ

ル、詐欺、窃盗など、従来と異なるリスクが顕在化しています。また、いわゆるトー横キ

ッズの問題とも絡み、青少年問題としての側面も目立つようになっています。 

（スライド９枚目） 

  更に深刻な点として、未成年者が犯罪に巻き込まれるケースも確認されています。成人男

性が未成年に売春を指示するような事案や、若年層のグループに成人が関与するケースな

ど、第三者による介入が見られるようになっています。これは単なる風紀の問題ではなく、
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犯罪や人身搾取の観点からも重大な課題です。 

（スライド１０枚目） 

  このような状況を受け、地域からは不安の声が寄せられています。例えば、大久保公園周

辺で勤務する病院関係者や会社員の方から、「通勤の際、歩いているだけで街娼と間違わ

れて声を掛けられるので、何度も不快な思いをした」などの声や、地元住民や来街者から、

「安心して通行できない」、「公衆の面前で、客待ちや買春の声掛け、交渉が行われてい

て、まちの風紀が大きく乱れたと感じる」といった声が寄せられました。 

（スライド１１枚目） 

  また、地域のイメージ悪化も深刻です。買春を目的とした外国人観光客の増加に伴い、地

元住民からは、「日本人だけでなく、街娼目当ての外国人観光者がたくさん訪れていて、

歌舞伎町や新宿全体のイメージの悪化がとても残念だ」という声も上がっています。さら

に、このような治安の悪化や風紀の乱れにより、「この地域が単純な売春だけでなく、他

の犯罪の温床にならないかとても心配だ」という不安の声も上がっています。 

（スライド１２枚目） 

  こうした問題に対し、区や警察等の関係機関や地元町会がパトロール活動等の対策を強化

していますが、効果は一時的にとどまる傾向があります。一例として、昨年８月に、警視

庁による大久保公園周辺の徹底したパトロールと集中取締りにより、同公園周辺の街娼は

一時的に減少したものの、新たに近隣のホテル街へ分散するなど、対策と再発を繰り返し

ている状況にあり、問題の解決には至っていません。 

（スライド１４枚目） 

  ここからは、新宿区の主な対策について説明いたします。初めに、官民合同パトロールで

す。地元町会、警視庁、東京都と連携し、合同パトロールを実施しています。スピーカー

による広報や声掛け活動を通じて、迷惑行為の防止及び違反行為の抑止を図っています。 

（スライド１５枚目） 

  続いて、広報活動の内容についてです。広報活動では、日本語及び英語を用い、周辺住民

や施設利用者への配慮を呼び掛けるとともに、買春行為が法律で禁止されていること、ま

た、金銭トラブル等のリスクについて注意喚起を行っています。また、外国人来訪者にも

伝わるよう、多言語対応の工夫も行っています。 

（スライド１６枚目） 

  続いて、委託警備員によるパトロールです。小型スピーカーを用いた巡回及び声掛けを実
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施しています。継続的な巡回により、一定の抑止効果が確認されています。 

（スライド１７枚目） 

  続いて、青色防犯パトロール車両による広報巡回です。車両スピーカーを活用した広報活

動を実施しています。令和８年度からは活動時間を拡大し、より広範な抑止を図っていま

す。 

（スライド１８枚目） 

  続いて、防犯カメラの設置です。新宿区では、防犯カメラを設置し、公園利用者及び通行

者の安全確保や、犯罪・迷惑行為の抑止を図っています。カメラの存在自体も、心理的な

抑止力として機能しています。 

（スライド１９枚目） 

  続いて、注意喚起看板等の設置です。周辺地域に横断幕や立て看板を設置し、来訪者に対

して迷惑行為の防止及び法令遵守を呼び掛けています。視覚的な情報発信により、注意喚

起を強化しています。 

（スライド２０枚目） 

  続いて、ホテルへの協力要請です。区と警視庁が連携し、歌舞伎町のホテルに対して、児

童買春や売春行為が疑われる利用があった場合の通報について、協力を要請しています。

こうした取組を複数回実施し、関係事業者との連携強化を図っています。 

（スライド２２枚目） 

  これらの対策は一定の効果を上げられているものの、次に説明する課題が明らかになって

います。 

  課題の一つ目は、対策の効果が一時的である点です。パトロール中は減少するものの、終

了後には再び戻る傾向があり、警察の取締りや補導後も一定期間で戻ってきてしまう傾向

があります。また、待ち合わせだと主張される場合、強い指導が難しいという限界もあり

ます。 

（スライド２３枚目） 

  さらに、課題として制度面の問題があります。買春の勧誘行為自体には明確な罰則がなく、

抑止に限界がある状況です。また、問題の背景が、生活困窮、家庭問題、ホスト関連など

幅広いため、単一の対策では難しく、治安・福祉・青少年対策を一体的に進める必要があ

ります。 

（スライド２５枚目） 
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  最後に、地元町会の声と新宿区の意見をお伝えします。まず、街娼問題に関する風紀の乱

れやイメージ悪化を食い止めるため、地道にパトロール活動を継続している地元町会から

の声です。「何年もパトロール活動を続けて、声掛けや注意をしているが、あまり効果が

なく、いつまでも問題が解決しない」、「パトロール活動の効果を上げるためにも、街娼

や買春しようとする者に対して、もっと抑止力のある法整備を行ってもらいたい」との声

を頂いています。 

  続いて、新宿区の意見です。これまで御説明した現状と課題を踏まえ、新宿区としても、

現状に即した、より実効性がある制度対応が必要であり、買春の勧誘行為等の罰則化を含

めた法整備を要望したいと考えております。 

  本日の説明が今後の政策検討の一助となればと幸いです。 

○北川座長 ありがとうございました。 

  それでは、委員の皆様から、御質問をお伺いしたいと思います。御質問のある方はいらっ

しゃいますでしょうか。 

○大橋委員 本日は、貴重なお話をどうもありがとうございました。今聞かせていただいたお

話によりますと、かなり徹底した対策をとっておられるような印象を受けましたが、それ

でもなかなか効果が一時的なものにとどまると理解いたしました。効果が一時的だという

ことなのですが、それは、例えば、取締りや対策を行うと一時的に人が減るのだけれども、

また元に戻ってくるという実感がおありなのか、また、たくさん人が集まる場所が移動し

ていくといったことなのかというところを教えていただければと思います。それから、も

ちろん規制が必要だというお考えを理解した上でのことなのですが、なかなか対策が効果

に結び付かない要因として、地理的な要因、つまり、大都市の大きな歓楽街の近くにそれ

なりに大きなホテル街がある、深夜まで人の出入りがある、こういった環境も大きな要因

になっているのではないかと思うのですが、そのあたりの実感についてもお聞かせいただ

ければと思います。 

○浅見氏 新宿区危機管理担当部安全・安心対策担当副参事の浅見と申します。よろしくお願

いいたします。 

  まず、効果が一時的にとどまるという点についてですが、実際にパトロールをすると一時

的にその場を離れることはよくあるのですが、パトロールをしている者がいなくなると、

またすぐ戻ってきてしまいます。また、パトロールを地元町会の方と一緒にやっていて、

注意をしても、「待ち合わせをしているだけ。」といった主張をしてずっとそこから動か
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ない女性もたくさんいます。そのような場合は、私たちがその場にとどまってしばらく駐

留警戒していると諦めて移動したりすることもあります。このようにパトロールしている

ときはそれなりに対策ができても、我々も２４時間張り付いていることができませんので、

いたちごっこが続いているという状況です。 

  また、これは警察の所管だと思うのですが、補導又は検挙をしても、しばらくすると戻っ

てくる。特に、未成年の方で、補導をして保護者の元に帰したり、児童相談所を通じて保

護者の元に帰したりしても、しばらくするとまた歌舞伎町に来てしまうという実態がある

ようです。都内の方もいますが、地方の方も同じぐらいいると聞いています。全国から少

年少女が歌舞伎町を目指して集まってきていて、保護して自宅に帰しても、しばらくする

とまた歌舞伎町に戻ってきてしまうといったことを繰り返しているような状況があると聞

いております。 

  ２点目についても、委員御指摘のとおり、歌舞伎町という大きな繁華街で、ホテル街もあ

るということもあり、環境的な要因も非常に大きいのが実情だと思っております。 

○櫻井委員 今日はお話ありがとうございました。活動としましては、指導やパトロールとい

ったことをされているというお話をお伺いしましたが、福祉や支援につなげるといった活

動も行っておられるのか、もし行っておられるとすれば、なかなかうまく福祉や支援につ

ながらないとか、そういった課題があるのであればお聞かせいただければと思います。 

○浅見氏 まず、現状としては、福祉の方と一緒にパトロールに行くことは基本的にないので

すが、話を聞いて、福祉につなげられるような場合があれば、できるだけつなげられるよ

うにしたいと考えています。ただ、警察で検挙された際の報道などを見ますと、生活困窮

という福祉的な面よりも、ホストとか、いわゆる推し活でお金を使っていて、そもそも福

祉で支援するような状況でないような方もたくさんいらっしゃるのではないかなと思って

います。また、未成年に関しましても、児童相談所等を通じて自宅にお帰ししていますけ

れども、なかなか家庭環境の問題というのも簡単に解決しないことが多いのではないかと

実感はしております。 

○大沢委員 今日はありがとうございます。パトロールなどの活動をされているときに、いわ

ゆる買う側、多くは男性で、また、外国人観光客の方も多いということですが、そういう

方へのアプローチは積極的にされているのか、また、例えば、それに対して効果がなかな

かない、あるいは手応えがあるのかといったところを教えていただければと思います。 

○浅見氏 いわゆる買う側の男性に対しても、特に、大久保公園周辺で立ち止まっているよう
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な方にお声掛けをしています。素直に応じていただける方もいますし、何か理由を付けて、

「待ち合わせしているだけだ。」とか言う方もいらっしゃいます。一時的にいなくなって

も、我々の姿がなくなると、また戻ったりということの繰り返しです。特に、買春の勧誘

行為等に罰則がないということが知られているため、注意をしてもなかなか響かないとい

いますか、そういったところは非常にもどかしく感じているところです。 

○北川座長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。なければ、これで終了とさせ

ていただきます。 

  金子様、浅見様、本日は、貴重なお話を頂戴いたしまして、誠にありがとうございました。

お話しいただいた内容につきましては、今後の検討に役立ててまいりたいと思います。 

  それでは、次に、大門委員からお話を伺いたいと思います。大門委員、どうぞよろしくお

願いいたします。 

○大門委員 私からは、警察における売買春の取締り及び防止に向けた取組についてお話をさ

せていただきます。 

  第５回会議において、路上での客待ち行為やインターネットを利用した誘引行為の取締り

の実情について、警察から説明をしてほしいという御意見があったと聞いております。ま

た、これまでの会議でのヒアリングにおいても、警察から支援センターへの支援を必要と

する女性の引継ぎであるとか、悪質ホストクラブ問題を含む売春をする女性を生み出す構

造的問題といったことへの言及もあったことから、売買春の実態や取締りの実情と今後の

課題に加え、売買春をめぐる問題に対する警察の取組を紹介させていただき、この会議の

検討の一助となればと思っております。 

  資料の１枚目を御覧ください。まず、令和７年中の売春防止法違反の検挙状況ですが、検

挙件数は３４７件で、うち２００件が売春防止法第５条違反、すなわち勧誘等による検挙

となっております。この２００件のうち、インターネットを利用せず、路上で客待ち等を

する事犯が１３５件、インターネットを利用して出会い系サイトやＳＮＳ、電子掲示板等

を通じて誘引等をする事犯が６５件となっております。 

  客待ちの事犯は、売春防止法第５条第３号の「売春をする目的で、」「公衆の目に触れる

ような方法で客待ちをし」という規定を適用して取り締まるのが一般的です。こうした事

犯は、円グラフにあるとおり、その大多数が東京都又は大阪府で発生しており、東京都で

あれば新宿区、大阪府であれば北区といったように、いわゆる繁華街、歓楽街の中でもラ

ブホテルが密集するような地域において、夕方から夜間にかけて多くの客待ちをする女性



 

-9- 

が佇立している実態があります。客待ちをする女性に対して男性側が声掛けをするわけで

すが、「ちょっと遊べる？」などと声を掛けて、女性が応じるようであれば、価格や避妊

の有無等の交渉が行われ、交渉が成立すると２人で連れ立ってラブホテルに入っていくと

いうような状況です。日本人に限らず、外国人の男性も、スマホの翻訳アプリを使用して

声掛けや価格交渉をすることもあると聞いております。 

  こうした客待ちをする女性は、新宿区からの話にもあったとおり、警察官が姿を現すとい

ずれかに立ち去り、しばらくするとまた戻ってくるという状況にあります。女性側も警察

を警戒しており、検挙された女性の中には、「客待ちは違法であるという認識は持ってい

るので、私服警官である可能性のない、外国人や高齢の日本人男性のみを相手に売春をし

ている。」という供述をする人もいると聞いております。 

  検挙された客待ちの８割が東京都の事案ですが、警視庁においては、大久保公園周辺で客

待ちをしていたとして売春防止法違反により検挙された女性の属性等の分析を行っており、

その分析によりますと、令和７年中に検挙された女性１１２人に関して、飽くまで捜査員

による聞き取りに基づくものですが、まず、年齢については、２０代が約７割となってお

りまして、２０歳から２４歳が５１人で全体の４６％、２５歳から２９歳が２６人で全体

の２３％、続いて、３０歳代が１６人で全体の１４％となっております。職業については、

約７割が性風俗店勤務の経験者、具体的には、元性風俗店従業員が５６人で全体の５０％、

現職の性風俗店従業員が２３人で全体の２０％となっており、性風俗店勤務の経験のない

無職の方や会社員、大学生などの「その他」が続くという状況です。動機については、多

い順に、ホストクラブ等の遊興費が４８人で全体の４３％、アイドル応援費用やブランド

品購入費用といった趣味等の遊興費が２１人で全体の１９％となっており、生活困窮と答

えた者は３人で全体の３％となっております。 

  職業に関しては、性風俗店の従業員やその経験者が多い状況ですが、検挙された女性の供

述として、客待ちをしていた理由について、「性風俗店と異なって全てが自分の稼ぎにな

る。」といったものや、「自分の嫌な客には応じなくてよいため。」といったものもあり

ます。 

  遊興費を稼ぎたいという女性の中には、「どうせ捕まってもすぐ出られる。」、「複数回

捕まってもどうせ罰金２万円でしょう。」といったことを言っている者もおり、実際に検

挙された女性の中でも、検挙されても釈放されるという認識や、法定刑が低いという認識

を持っている人がいるような印象があります。 



 

-10- 

  こういった女性もいる一方で、実際に困難な問題を抱えて、売春以外の選択肢がなく、支

援を必要とすると考えられる女性もいらっしゃいますので、そういった方については、警

察としても、支援の必要性や女性側の希望の有無を踏まえ、自治体の福祉事務所に引き継

ぐなどの支援を実施しています。 

  資料には記載していない点として、路上の客待ちに関する捜査状況について簡単に御説明

したいと思います。具体的な捜査手法を明らかにすることはできないのですが、例えば、

ラブホテル街で佇立する女性が男性に声を掛けられて、一緒にラブホテルへ向かおうとす

る状況を捜査員が確認した後、男性遊客から聴取をするなどして、どういう状況で女性が

客待ちをしていたのか、また、その遊客の方が相手方を売春婦と認めるような状況であっ

たかといった供述を得るなどし、当該女性が客待ちをしていた事実を疎明するといったも

のがあります。 

  第５回会議において、入江委員から、令和７年１０月の東京地裁の無罪判決の紹介があっ

たかと思います。この判決でも売春目的について言及されていますが、この事例は、被告

人も売春目的があったことを認めていたものの、判決では、被告人の行為について、「外

形上、売春目的があることが、その服装、行為の場所、時刻等と相まって不特定の一般人

に明らかになるような挙動が行われておらず、被告人が、公衆の目に触れるような方法で

客待ちをしたと認めることはできない」と判断されたものです。警察としても、売春防止

法第４条の、「この法律の適用にあたつては、国民の権利を不当に侵害しないように留意

しなければならない」という規定を重んじており、客待ちなのか、そうでない待ち合わせ

なのかが区別ができるように、できる限り必要な疎明を行っています。 

  次に、インターネットを利用して誘引等する事犯は、売春防止法第５条第３号の「売春を

する目的で、」「広告その他これに類似する方法により人を売春の相手方となるように誘

引すること」という規定を適用して取り締まるのが一般的です。具体的な文言としては、

例えば、「今日夜１９時頃、○○付近でお会いできる方メール下さい。」や「ゴムありで

希望は別２．５～」といったもの、これは避妊具着用の上でホテル代と別で対償が２．５

万円以上であればオーケーですよというような意思表示ですが、こういった文言が書き込

まれているのを捉えて捜査を行っています。その捜査に当たっては、警察によるサイバー

パトロールのほか、警察庁が運用し、一般のインターネット利用者等から違法情報の通報

を受理できる、インターネットホットラインセンターへの通報が端緒となることもござい

ます。 
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  次に、資料の１枚目に戻っていただきまして、地域社会との連携・環境の整備についてお

話をさせていただきます。先ほど申し上げたとおり、客待ちの事犯は、東京都と大阪府が

多い状況ですが、警視庁においては、新宿区や町会との合同パトロールを実施したり、環

境整備等々を行っております。また、大阪府警察については、第５回会議で言及があった、

北区の「イエローロード」などの取組を行っております。これは、大阪の梅田駅近くのラ

ブホテル街の一角で客待ちをする女性が増え、地域住民等からも治安環境改善を求める要

望が上がっていたことなどを受け、大阪府警察と大阪市、町会、防犯協会等が協働し、路

面への黄色い塗装や海の生き物のイラストの設置等、売春が行われにくいような取組を行

ったものです。 

  次に、客待ちをしている女性に対する、検挙した後の支援についてですが、警察において

は、留め置いた女性に対して面談を実施し、支援の必要性や希望の有無を確認の上、自治

体の福祉事務所に引き継ぐなどの支援を実施しているほか、この希望の有無にかかわらず、

こういった関係機関があるんだよということの案内も含めて、各種支援機関の連絡先等が

記載されたリーフレットを配布しています。 

  次に、資料の２枚目を御覧ください。悪質ホストクラブ対策について説明させていただき

ます。先ほど申し上げたとおり、動機としては、ホストクラブ等の遊興費への充当と回答

した女性が多いわけですが、警察においては、先ほど申し上げた事前の防止策と事後の支

援策に加え、売春をする女性を生み出す構造的問題にも取り組む必要があるだろうという

ことで、悪質ホストクラブ対策や、背後関係に着目した売春関係事犯の取締りに注力して

おります。 

  悪質ホストクラブ問題については、ホストクラブに通う女性が売掛金等の名目で多額の債

務を負担させられて、性風俗店等で稼動させられるという実態があり、こうした問題を受

けて、令和７年１１月に施行された、風営適正化法の改正を行いました。具体的には、ホ

ストクラブ等の接待飲食営業を営む者に関し、客の恋愛感情等につけ込んだ飲食等の要求

等の行為を遵守事項として規定したり、威迫や誘惑による料金の支払い等のための、海外

売春も含む売春や性風俗店への勤務、アダルトビデオ出演等の要求等の行為を禁止事項と

して規定するなどの改正を行ったものです。 

  警察としましては、こうした改正について広報・啓発を行うとともに、悪質ホストクラブ

問題が、ホストだけでなくスカウトグループや性風俗店が関与していることから、売春防

止法を含む様々な法令を駆使して、悪質ホストクラブに関連した収益構造の実態解明・取
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締りや、背後関係に着目した売春関係事犯の取締り等を推進しているところです。 

  資料の３枚目を御覧ください。検挙事例を二つ紹介させていただきます。一つ目は、改正

風営適正化法を適用した検挙事例で、ホストクラブ従業員である被疑者の男性が、女性客

に対し、売春により金銭を得てホストクラブでシャンパンを入れれば被疑者と性交ができ

るかもしれないといった甘言を用いて、売春をすることによって金銭を得ることを要求す

るメッセージを送信した事例です。もう一つは、大久保公園周辺で客待ちをしていた女性

を検挙したところ、捜査の過程で、この女性がいずれかの者から指示を受けて客待ちをし

ていたことが判明したことから、所要の捜査を行い、売春をするよう指示をしていた、当

該女性が勤務していたガールズバーの店長らを売春防止法違反で検挙した事例です。 

  このように、警察としては、売買春の防止のため、取締りはもちろんのことですが、パト

ロールや環境整備といった事前の防止策のほか、福祉事務所への引継ぎといった事後の支

援策、悪質ホストクラブ対策や背後関係に着目した構造的な問題への対応などの観点から

幅広く取り組んでいる状況です。 

○北川座長 大門委員、ありがとうございました。 

  それでは、委員の皆様から御質問をお伺いしたいと思いますが、御質問のある方はいらっ

しゃいますでしょうか。 

○大橋委員 警察の取組の実情について御教示いただきまして、どうもありがとうございまし

た。売春防止法第５条の検挙状況について、インターネット利用なしの場合は、場所的な

内訳として東京都と大阪府で合計９５％であるとお示しいただいております。これに対し

て、インターネット利用ありの場合については、先ほどの話ですと、待ち合わせ場所を指

定して売春の勧誘をするといった事案が典型だということですが、こちらについては地域

的な要因があるのかないのかを教えていただければと思います。 

○篠崎室長 警察庁生活安全局保安課風俗環境対策室長の篠崎と申します。 

  インターネットの利用がある場合については、東京都と大阪府に限らず、ほかの地域でも

検挙があるという状況です。 

○薄井委員 貴重なお話ありがとうございます。構造的な問題に対応するため、背後関係に着

目した売春関係事犯の取締りに注力されているということだったのですが、背景にある犯

罪を摘発するに当たって、街娼として街に立っている方も売春防止法第５条違反で検挙さ

れる立場にあるということがどう影響しているのか、つまり、それが背景の犯罪を検挙す

るきっかけになっているのか、あるいは、自分自身が被疑者になる立場にあるということ
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でそれが顕在化しにくくなっている面があるのかといったことについて、何かお感じにな

るところがあれば教えていただければと思います。 

○篠崎室長 御指摘のように、売春防止法第５条違反での検挙をきっかけとして、背後に組織

的なものがある、あるいは、先ほど御説明差し上げたように、ホストから売掛金の返済を

迫られて売春に至っているという状況が判明することもあります。 

○大門委員 補足いたしますと、先ほど御説明した二つの事例のうちの二つ目の方が、まさに

客待ちをしていた女性からの検挙を端緒として管理売春の捜査にまで至ったという例です

が、検挙された女性側としてはなかなか供述しにくい状況もあるわけですけれども、捜査

の過程でお話をしていただけるような形になったこともあって背後関係を把握できた事例

です。もっとも、薄井委員がおっしゃるとおり、なかなか全ての方がお話してくれるわけ

でもないですし、事例によって様々あるかなとは思います。 

○古川委員 御教示ありがとうございました。インターネット利用による勧誘等に関し、利用

されている出会い系サイトや何らかのアプリの運営者について、幇助犯等の刑事責任を追

及する可能性や実例がありましたら、お聞かせいただければと存じます。 

○篠崎室長 多くのインターネット利用の売春事案について、使われているサイトですとかＳ

ＮＳというものは一般的なものも多く含まれておりまして、必ずしも売春だけを専門的に

やっているものではないものも多いのですが、中には売春に特化した掲示板が作られてい

ることもあり、そういったものについては、勧誘等の幇助での取締りも行っています。 

○大沢委員 今日は貴重なお話ありがとうございます。インターネットを利用した勧誘等につ

いて、例えば、女性が、先ほどのような具体的な文言を書き込んだ場合に、それに応じた

人を検挙することは捜査実務上可能なのでしょうか。 

○大門委員 売春防止法第５条は売春をしようとする者が捜査対象ですので、基本的には、書

き込んだ側を捜査することになります。もっとも、何らかの別の犯罪が見え隠れすれば、

当然それを捜査対象とすることはあるかと思います。他方で、売春をしようとする女性本

人が本当に書いているのかという問題はありまして、例えば、書いている人は男性で、そ

の男性が女性を管理し、客が取れれば、つまり、売春の相手方が見つかれば、「おまえ、

行ってこい。」と言って売春をしに行かせるような場合については、第６条の周旋として

捜査することもありますので、警察としては、よく実情を見ながら適用する罪名を考えて

いるという状況です。 

○佐藤委員 今日は貴重なお話をお聞かせいただきまして、ありがとうございました。インタ
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ーネット利用ありの場合についての質問なのですが、例えば、「どこかで遊ぼう。」と声

を掛けて、交渉がそこから始まって、ホテル代とは別で対償は幾らなどのやり取りがあっ

た場合、「売春の相手方となるように誘引」したことに該当し得る行為は、最初に「遊ぼ

う。」と声を掛けたことだけになりますか、それとも、幾らでという金額を言うことも

「誘引」になり得るのでしょうか。 

○篠崎室長 インターネット利用ありの場合は、「広告その他これに類似する方法により人を

売春の相手方となるように誘引すること」と規定する売春防止法第５条第３号の事案とし

て検挙することが多いのですが、そうした事案は、インターネット上に、不特定又は多数

の相手方に見られるような形で、売春者側が、先ほど申し上げたような文言を掲載してい

ることをもってこの要件に該当していると認定しています。 

○佐藤委員 例えば、買春者側が「遊ぼう。」とか「幾らで。」と声を掛けた後に、売春者側

が、「いいですよ。」あるいは「３万円ならいいですよ。」と応じるのは、同号の「誘引」

には該当しないという理解でよいですか。 

○篠崎室長 そうですね。不特定又は多数の相手方という限定がありますので、例えば、一対

一のやり取りになった場合には、一般的には同号の「誘引」には該当しないと解されてい

ると承知しております。 

○北川座長 ありがとうございます。ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、これで終了とさせていただきます。大門委員、御質問に御対応いただきました

篠崎様、ありがとうございました。 

  それでは、開会から時間が経過しましたので、ここで１０分ほど休憩したいと思います。

再開は、午後２時１０分とさせていただきます。 

 

             （休憩） 

 

○北川座長 それでは、会議を再開いたします。 

  次に、各論点について二巡目の議論を行うこととしたいと思います。本日は、「論点整理」

の「１ 売春の定義」から始めて、「論点整理」に記載の順に各論点について御議論をい

ただき、時間が限られている中ではありますが、切りのいいところまで議論を進めていき

たいと考えております。本日は、そのような進め方とさせていただくことでよろしいでし

ょうか。 
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             （一同異議なし） 

○北川座長 ありがとうございます。それでは、そのようにさせていただきます。 

  一巡目の議論では、各論点に関し、現行の売春防止法における規制の在り方を見直すべき

か否か、また、見直すこととする場合に考え得る方向性・検討課題などについて御議論い

ただきました。二巡目の議論では、議論を更に深めていく必要がございますので、一巡目

の議論を踏まえつつ、御意見を頂戴したいと考えております。 

  それでは、まず、「売春の定義」について御議論いただきたいと思います。 

  一巡目の議論においては、売春防止法第２条の「売春」の定義を改め、性交以外の行為も

対象とすべきかという点について、複数の御意見を頂きました。頂いた御意見としては、

「肛門性交、口腔性交及び膣又は肛門への身体の一部や物の挿入は、身体的・心理的侵襲

性において性交と本質的な差異はないことなどを踏まえると、これらの行為も「売春」の

対象行為に含めるべきである。」とか、「これらの行為の全てを「売春」の対象行為とす

ることが困難である場合、身体への侵襲性や性感染症のリスクが相対的に大きいと指摘さ

れている肛門性交のみを「売春」の対象行為に新たに加えることが考えられる。」という

御意見があった一方で、「挿入行為の身体的・心理的侵襲性や性感染症のリスクといった

観点は、性的自由・性的自己決定権を保護法益とする刑法の不同意性交等罪や感染症予防

を目的とする法制度によって対処されるべきものであり、売春防止法における保護の対象

とは異なるものである」とか、「性的行為はプライバシー性の高い領域の行為であり、ま

た、不特定の者と金銭の授受を伴う性交類似行為を行うことに対する道徳的な考え方や価

値判断については様々なものがある中で、法律による規制をもって公権力が介入すること

には慎重であるべきである」とか、「性交以外の行為を売春の対象に含めることとした場

合、性風俗産業従事者に大きな影響を与えるおそれがあり、また、売春をする者に対する

福祉的な支援が妨げられるなどの懸念がある」ことなどから、「売春」の定義を改めるこ

とについては慎重な検討が必要であるという御意見がありました。 

  二巡目の議論においては、ただ今申し上げたような一巡目の議論を踏まえて、更に御議論

いただきたいと思います。それでは、御意見のある方は、御発言をお願いします。 

○櫻井委員 私は、一巡目の議論で、「売春」に性交類似行為を含める、もしそれができなけ

れば、肛門性交を含めることで一つのステップを踏んではどうかという意見を申し上げま

した。その際に、他の委員の方々からは、「売春」の定義は拡大すべきではないという御

意見が大半で、いわゆる風適法との整合性など実務上の課題があるということを私自身も
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理解いたしました。 

  しかし、改めて考えたところ、私自身も心理士業務の中で経験しましたし、またメディア

などでも目にするところではありますけれども、売春においてかなり危険な行為も行われ

ているのが事実ではないかと思っています。人の尊厳の観点に立ったときに、現行法の膣

性交に限定した定義には論理的な矛盾があるように私には思えます。諸外国の規制を見渡

しても、売春の定義を膣性交のみに限定し続けている例は日本のほかにはないように思い

ました。これを維持するという結論に至ることが必至というよりは、むしろ現状に合わせ

るために理由を付けたということになりはしないかということも懸念しています。 

  私が一巡目の議論で申し上げた法成立当時の逐条解説には、性交類似行為について、実態

は必ずしも明らかではないが、我が国においてはそれは必ずしも多くなく、したがってそ

の害毒も大きくはないと思われるという説明をされている箇所があります。仮に、今の時

代に売春防止法を立ち上げようということになった場合、果たして「売春」の定義を膣性

交のみに限定するだろうかという疑問もございます。多様な性被害の実態や男性間の売買

春、ＬＧＢＴＱプラスをはじめとするジェンダー平等の視点がある現代において、そのよ

うな限定的アプローチを私たちは採るのだろうかという疑問があります。 

  性行為はプライバシー性の高い領域で、そこに公権力が介入することについて慎重である

べきということについては、私も納得しているところでもあるのですが、この点について、

そうしますと、海外では法律上どのように整理されて、売春に性交類似行為も含むような

法律の立て付けとすることが可能になっているかということをもし御存じであれば、御教

示いただきたいと思っています。 

○川崎委員 私は、一巡目で、「売春」の定義に性交類似行為を含めることには慎重であるべ

きだという意見を申し上げ、そのときにも言及したつもりですが、櫻井委員が御指摘のよ

うな人の尊厳への配慮という点については、売春防止法という一つの法だけでするという

よりは、法体系全体の中でそれが欠けているところがあるかどうかという点で考えれば、

ある程度はなされているということを前提に、では、売春防止法で重ねて、あるいは売春

防止法のみでどこまでやるのか、また、それがもたらすマイナス面をどう考えるのかとい

う点についてまで考慮すべきだと考えます。そうすると、先ほど櫻井委員もおっしゃった

ように、性行為はプライバシー性の高い領域の問題ですので、国が介入することについて

は慎重であるべきだと思います。 

  もう一つは、社会の性風俗を乱すという観点から、「売春」として規制する範囲をどこま



 

-17- 

で広げるのかということについて、社会のコンセンサスが十分あるのかというと、私は、

そこまでのコンセンサスにまでは至っていないのではないかということも、一巡目の議論

で申し上げました。 

  櫻井委員がおっしゃったように、海外ではどのように整理されているのかというのは確か

に一つの視点ではありますが、ただ今私の申し上げたことと重ねると、海外について見る

場合にも、法体系全体の中でどのように整理されているのかということを検討する必要が

あるかと思います。売春防止法に当たるようなよく似た法令が海外にあって、そこでは売

春の定義を膣性交以外に広げているということだけをもって、日本と違うという比較をす

るのでは不十分かなと思います。 

○大橋委員 売春防止法は、売買春そのものは処罰しないで、その助長行為を規制しつつ、売

春側の保護更生を図るものとして制定され、その後、困難女性支援法の制定によって、そ

うした女性に対して福祉的な支援を充実させる制度的基盤が整備されたという経緯を踏ま

えますと、私の基本的な意見としては、管理売春や周旋といった搾取的な行為については

刑事規制で対応するのに対して、売買春の当事者については、売春側の支援を通じて背景

にある課題を解消していくことで、問題を減らしていくのが望ましいと考えております。 

  こういった考え方を前提にすると、売買春の対象を広げて、搾取的な行為についての規制

を厳しくしていくということはあり得なくはないのではないかと思うところではあります。

実際、ニューヨーク州では、膣性交に限らない性的な行為を対象とした売買春そのものが

刑事規制の対象になっているという実情もございます。 

  しかしながら、売春防止法が制定されて随分長い期間がたっている中で、処罰の対象を大

きく広げる可能性のある立法をしようとする場合、そうした規制が必要とされていること

を示す相応の具体的な事実が必要になるのではないかと思います。この検討会のヒアリン

グでも、路上売春を中心に様々な問題がたくさん出てまいりましたが、それを踏まえても、

売買春の範囲自体を拡大することが今非常に必要とされているという状況までは見受けら

れないのではないかと思います。そういったことを踏まえて、「売春」の定義を拡大する

必要までは示されていないのではないかということをこれまでにも申し上げてきたところ

でして、今もそのように思っています。 

○古川委員 禁止される売買春の対象行為についてですが、私は、今の大橋委員のお考えと重

なる面がありますが、直ちに拡張すべきだと結論付けることに対しては消極の意見でござ

います。先ほど川崎委員からも、法制度全体を見てという御指摘があったかと存じますが、
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それとも関連して、とりわけ風適法の在り方を根本的に見直すような議論を経ないうちは、

現在違法とはされていない職業選択を、あなたたちの選択は誤っていると大上段に決め付

けることにもなりかねませんので、そこまで言うのであれば、よほど確固たる根拠をもっ

て臨む必要があるかと思います。 

  肛門性交に限って売買春の対象行為を拡張することを考えても、自己の肛門に挿入しても

らう性的サービスもあるようであり、そう簡単に違法のレッテルは貼れないように思いま

す。もちろん櫻井委員も繰り返し強調されていたとおり、拡張の可能性というのは立法当

初から検討課題であったことは事実であり、拡張してはならないと結論付けることもまた

妥当でないと思いますが、第４回会議で星委員、佐藤委員からも御発言がありましたが、

対象行為を児童買春や不同意性交等と同様に考えることは、法の目的が異なるため、必然

的には根拠付けられないという面があります。刑法第１７７条に規定されている「性交等」

について、同意がなければ同条で重罪とされ、同意があっても売買禁止であるとする理屈

は全く不可能ではないとは思いますが、それを今押し通すのは難しいかなと思います。 

  いささか生煮えな物言いをしましたが、本日のヒアリングでも訴えられていた現下の喫緊

に対処すべき問題を直視するとき、これは第４回会議で大橋委員が指摘されていたことと

重なりますが、優先的に検討すべき事項が「売春」の定義を拡張的に改めることにあると

はいい難く、今は膣性交の売買禁止にとどめるという意見です。第４回会議で川崎委員が

指摘なさっていましたが、将来的に、いわゆる性風俗産業は社会悪として撲滅を目指すべ

きだという議論が熟した段階に至れば、「売春」の定義を改め、風適法の在り方の見直し

も断行していくべきですが、現段階では性急にすぎると考えています。 

○大沢委員 「売春」の定義に関しては、第４回会議で、私は、身体への侵襲性が高いという

観点からは肛門性交までは拡大することも考えられ得るのではないかという趣旨のことを

申し上げました。一方で、第４回会議や本日の議論を聞かせていただきますと、各委員か

ら指摘されたとおり、「売春」の定義を性交に限定する現行の売春防止法の存在を前提に

風営法が存在していること、それから、定義を拡大するということは、現在の風営法で許

容されている行為を違法な行為にする、つまり白を黒に塗り替えることにもつながること

であり、そういったことを行うにはその明確な根拠や社会全体のコンセンサスが必要にな

ることなどを踏まえると、現状はそこまでの状況には至っていないのではないかなと感じ

ます。 

  「売春」の定義の見直しは、社会情勢や国民意識の変化を見ながら、今後も検討課題とし
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て残ると私は思っています。ただ、少なくとも現時点で見直すかどうかというと、そこま

でのところには至っていないのではないかと今は感じています。 

○佐藤委員 海外の状況というお話がありました。私はドイツ法を比較法の対象にしています

のでその視点でお話しさせていただきますと、ドイツ法は、基本的には、規制されていた

時代においては、その対象は全ての性的行為ということになっておりました。他方で、現

行法の規制を変えるときには、現状がどうかはすごく大事だと思います。つまり、昔から

ずっと性的サービス全般を規制対象としていた国と、今まで性交しか対象として規定して

いなかった国とでは状況が異なり、後者において、いきなり対象を性的サービス全般に広

げましょうと、適法なものを違法にするという方向に転換する際には、すごく慎重な検討

が要されるのではないかと思います。 

  他方で、売春防止法において、「売春」の対象を性交だけにとどめていることには根拠が

ないと思っているのは私も同じでして、婚外の性交が特別に悪いものであるとか、妊娠の

可能性があるからとか、そういう理由に基づく可能性がもしあるのだとすると、それは非

常に時代遅れな法律であると考えますので、対象を広げる余地はあろうかと思います。 

  ただ、管見の限り、そういうことを考慮したような資料を目にしたことがありません。過

去の文献をみる限り、例えば、婚外の性交は認められませんよ、害悪ですよみたいなこと

ではなく、非常に困窮している社会の中で体を売っている若い方たちがいる、この現状を

何とかしたいという発想がまずあって、そのときに、肛門性交などはそこまで広がってい

るか分からないので、取りあえず性交を規制対象にするということになり、それによって、

売春防止法と風営法が横並びで走るという日本の状況ができたのではないかと思います。

このように考えると、日本の現状を維持するための説明になっているのではないかという

御指摘はそのとおりだと思うのですが、現状を変えることがとても大変であるということ

も考えなければいけないかなと思っています。そうすると、やはり売春防止法第３条の定

義を広げるのはとてもリスクが高いのかなと考えています。もっとも、同法上の条文によ

って、搾取性が強いとか限りなく性犯罪に近いようなものについては定義を拡張すること

も選択肢としてはあり得るのではないかと思っています。 

○北川座長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、本日の「売春の定義」についての議論は、ひとまずこの程度とさせていただき

ます。 

  次に、「論点整理」の「２ 売春及びその相手方となる行為に対する規制の在り方」につ
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いて御議論いただきたいと思います。 

  一巡目の議論においては、売春行為を処罰対象とすることについては、売春をする者の中

には、刑罰ではなく、保護や支援の対象とすべき者がいることなどを踏まえると、慎重で

あるべきという点で、おおむね異論はなかったかと存じます。また、売春の相手方となる

行為を処罰対象とすることについては、成人による同意に基づく性交について、その同意

を無効とすることの理論的な正当化は困難であり、刑罰をもって公権力が介入することに

は慎重であるべきである、また、売買春についての道徳的な考え方や価値判断には様々な

ものがあり、売春をする者は一律に保護の対象で、売春の相手方になる者は一律にその搾

取者であると考えることは困難である、さらに、売春の相手方となる行為を一律に処罰の

対象とした場合、売買春行為の地下化によって、売春をする側のリスクが高まったり、福

祉的な支援が妨げられるおそれがあるなどの懸念があることなどから、慎重な検討が必要

であるという点で、おおむね異論はなかったかと思います。その上で、「売春をする者の

障害や困窮などの脆弱性を利用して売春の相手方となる行為については処罰の対象とすべ

きである。」という御意見がありましたが、これについては、「脆弱性を利用して売春の

相手方となる行為が不同意性交等罪に該当する場合には同罪を適用することによって対処

することが可能である。」、「それ以外の場合についてそうした類型を設けることも考え

られるものの、売春の相手方が、売春をする側の脆弱性を認識していたことの立証は困難

ではないか。」といった御意見がありました。 

  二巡目においては、ただ今申し上げた一巡目の議論を踏まえて、更に御議論いただきたい

と思います。それでは、御意見のある方は、御発言をお願いいたします。 

○櫻井委員 私は、一巡目の議論で、脆弱性につけ込んだ買春行為について処罰規定を設けて

はどうかという意見を申し上げました。売春者には、経済的困窮や知的な障害といった脆

弱性が一定程度認められるということは、ヒアリングで、ぱっぷすさんもおっしゃってい

ましたし、東京都女性相談支援センターからのお話もありましたし、この検討会の委員の

間でもある程度認識は一致していると受け止めております。もちろん全てのケースで、売

春者に深刻な脆弱性があるとは言いませんが、こうした問題意識は無視できないのではな

いかとも感じています。実際に、売春の現場で、余りにもひどい、これは虐待なのではな

いかと感じられるケースがあるというのは声が上がってきているわけですよね。こうした

声があるにもかかわらず、必要な人には支援や福祉の充実をするという受皿の方の充実だ

けでよいのかという疑問は残っています。刑法の方で捕捉が可能ということもあるのかも
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分かりませんけれども、刑法で捕捉できないケースという意味で申し上げます。 

  もちろん、他方の意見もあって、売春をすることを自ら選んでいると主張するケースがあ

ることや、私自身も時折ＳＮＳを見ていますが、性産業従事者で自ら顔も出して発信して

いる方がおられるということは承知しています。たとえ脆弱性がある人であっても、自ら

その道を選んでいるとされたり、結果的に自らを傷付ける行為と理解されるような事態で

あっても、他害ではないとされる点にこの問題の難しさがあると感じています。 

  ですので、このように両方の意見がある中で、売春者の脆弱性をどう拾い上げていったら

よいのかと考えたときに、私は、折衷案として、一律に買春者を罰するということでなく

ても、悪質性の高いものに限定して処罰することを検討するということは、一般の感覚と

してそれほど外れていないのではないかと考えています。 

  一巡目の議論のときに、佐藤委員から、売春防止法第７条にそれが該当するかもしれない

というお話もいただいたかと思います。同条を見ますと、欺くとか、困惑させるとか、親

族関係による影響力の利用というのがありますので、ここに何か、売春者の脆弱性という

観点からそれを利用した悪質性の高い類型を捉えるものを追加することができないかと思

っています。ただ、第１回会議の配布資料２の「売春防止法違反事件の受理・処理状況等」

を見たところ、第７条の適用件数は相対的に少ないようですが、現在声が上がってきてい

る、問題となっているような類型を、現行法では捕捉できていないのか、あるいは以前御

指摘いただいたように、条文を作ったとしても立証困難で実用的ではないものになってい

るのかというのは、私自身は判断しかねるところではあります。 

○佐藤委員 一巡目の議論で、刑法の不同意性交等罪について話したことに関係するのですが、

同法第１７７条の不同意性交等罪の規定で引用されている、不同意わいせつ罪に係る同法

第１７６条第１項には、第２号に心身の障害、第７号に虐待に起因する心理的反応、第８

号に経済的又は社会的関係上の地位に基づく影響力によって受ける不利益憂慮の規定があ

るところ、改正の際には、これらの要素には程度問題があることが意識されています。例

えば、心身の障害にもレベルが様々ありますが、刑法第１７７条の不同意性交等罪に該当

するのはどのようなレベルかというと、同条第１項の柱書に要件が存在しまして、「同意

しない意思を形成し、表明し、若しくは全うすることが困難な状態」といえる程度という

ことになります。刑法上の不同意性交等罪は、先ほど申し上げた第１７６条第１項各号の

要件と、第１７７条第１項の柱書の要件の二つによって適切な処罰範囲を導いているとい

うことができるかと思います。 
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  売春防止法で類似の規定を作れればと私も思うわけですが、その際には、刑法第１７７条

の柱書の要件には至らないのだけれども問題が認められるような程度を示す文言が必要に

なってきて、これを特定するのがかなり困難な作業になり、しかし、これを特定すること

ができない限りは、類似の規定の創設はかなり難しいと思っているところです。 

  また、程度を示す文言を特定できたとしても、刑法では、第１７７条の場合は性交等、第

１７６条の場合はわいせつ行為が、その要件に該当すれば常に許されなくなりますが、今

議論している問題の場合は、売春だけが許されなくなるパターンを規定しないといけない

という問題が別個生じてくると考えます。そうすると、刑法第１７７条をアレンジして何

とか処罰規定を作るというのはもしかしたら難しいのかなと思い、悩んでいるところです。 

○川崎委員 私も、恐らく佐藤委員の御意見と趣旨はほぼ一緒だと思いますが、櫻井委員が御

指摘のような深刻な状況について否定するものではありません。 

  ただ、それを規制する場合に売春防止法の中ですべきかということについては、佐藤委員

からもありましたように、売春については、金銭の授受等あるいはその約束をしている場

合という限定がありますので、今おっしゃったような問題が現に起こっているのが売春の

場面だということと、守るべき状況がどういう場合かというのがやや合致しないのではな

いかと思います。それを売春防止法の中で規定してしまうというのは、逆に不都合を生じ

る可能性も否定できないのではないかという意味で、この問題が深刻でないという意味で

はなくて、売春防止法の中で対応すべきものかについてはネガティブであるところです。 

○大橋委員 売買春が行われる場合、売る側に様々な課題を抱えている人が多いという実情が

あるのだと思いますが、その程度は様々あるものと思っております。本日の大門委員から

のお話では、ホストやアイドルにお金を使いたいという動機で行われる場合がかなりの比

率を占めているというお話もありましたが、そういう動機であれば支援の必要がないのか

というと、必ずしもそうは言えないのではないかと思っております。一般論ですが、「依

存症」と呼ばれるようなものは、必ずしも御本人の意思や性格の問題に限らず起こること

で、適切な相談、治療、支援によって回復していく性質のものだと言われているかと思い

ます。そうしますと、どこまでが許容されない買春行為なのかという線引きは、確かに難

しいのかなと思います。 

  これまでにもこの検討会でお話が出てきましたが、国際的には、その線の引き方として、

買う側だけを処罰する「北欧モデル」と呼ばれるものが一つの考え方として示されていて、

第５回会議で、櫻井委員から、こういったポリシーが、売春の需要抑制や市場縮小に一定
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の効果があるという研究があるといった御紹介もあったところかと思います。これはこれ

で一つの立場だと思うのですが、他方で、これまで申し上げてきたとおり、国際的な議論

では、そういった刑事規制が地下化や支援アクセスの低下を招くおそれもあるといったこ

とも示されていることなども考えますと、私としては、当事者の支援に重点を置くべきで

あると思います。そうすると、買う側だけを処罰するということであっても、そうしたア

クセスを妨げる要因になり得るので、望ましくないのではないかという意見を申し上げて

きたところです。 

○古川委員 私も、買春行為自体の処罰は、限定的であっても容易ではないのではないかとい

う考えを持っています。第４回会議で多くの委員から御指摘があったところかと思います

が、現行法の、売春行為や買春行為自体は罰しないで、それらを直接・間接に助長したり、

やっていいことだという方向に公衆を流れさせるおそれのある行為を罰するという基本設

計は維持するに値すると思います。 

  櫻井委員が強く懸念されている、心身の脆弱性に付け込むとか、優越的地位に乗じるとか、

心理的に支配するなどの手段的状況下の性交は、本来、純然たる性犯罪として刑法第１７

７条が適用されてしかるべきではないかと思いますし、もしその適用に不足があるのであ

れば、川崎委員が指摘されていたように、売春防止法の問題というよりは刑法における性

犯罪規定の問題として、より積極的な適用なり、法の改正なりを議論していくのが筋では

ないかと思います。買春の罪を新設してその限度で罰するというのでは、かえって被害の

過小評価になるのではないかとも危惧するところです。 

  なお、この際、刑法第１７７条との関連で付け加えますと、売春防止法第７条の困惑等に

よる売春は、不同意性交等に達しない手段が想定されており、かつ、売春をさせたことに

より既遂に達する罪です。そのため、佐藤委員がおっしゃっていたように、売春の相手方

となった者を罰する規定を置く余地もあるという特徴を持ってはいます。ただ、それも買

春行為自体の処罰であることには変わりがありませんから、性犯罪に当たらない性交を取

締りの対象にしてよいのかという問題が先行するように思います。今は基本設計を覆す段

階にないと考えますと、局所的な買春直罰というのも正当化が難しいのではないかという

のが私の考えるところでございます。 

○大沢委員 売買春の行為そのものに罰則を科すことに関しては、私も、第４回会議で発言し

たとおり、慎重であるべきだという考えを今も持っています。 

  売春行為も買春行為も罰則は設けられてはいないのだけれども、売春防止法という法律の
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中で明確に違法な行為として禁止されているのだということについては、教育現場などで

しっかりと教えていく必要があるのではないかという気持ちを、私は強く持っています。

この検討会の議論ののりを越えることかもしれないのですが、例えば、保健体育などで行

われる性教育や、法制度の知識を伝える法教育などで、売買春、特に売春が心身に深い傷

を与えるかもしれないということや、場合によっては相手から危害を加えられたり犯罪に

巻き込まれたりする危険があるんだといったことを子供たちにしっかり伝えていくことが

大事なのではないかと強く思っています。 

○北川座長 いかがでしょうか、この点につきまして、ほかに更に御意見があれば御発言いた

だければと思いますけれども、よろしいでしょうか。 

  それでは、本日の「売春及びその相手方となる行為に対する規制の在り方」についての議

論は、ひとまずこの程度とさせていただきたいと思います。 

  それでは、次に、「論点整理」の「３ 勧誘等に対する規制の在り方」について御議論い

ただきたいと思います。この論点については、前回会議と同様に、まず、「売春の相手方

となる者による勧誘等に係る処罰規定について」の御議論を行っていただいた後、「売春

目的での勧誘等に係る処罰規定について」の御議論、つまり、現行法第５条の売春目的で

の勧誘等に係る処罰規定を見直すべきかについての御議論を行っていただきたいと思いま

す。 

  まず、売春の相手方となる者による勧誘等に係る処罰規定についてですが、この点に関す

る一巡目の議論を整理しておきますと、売春防止法第５条では、同条各号に規定された売

春目的での勧誘等が、社会の風紀を乱し、公衆に迷惑を及ぼすものであることから処罰対

象とされているということを前提に、現在の売買春をめぐる社会情勢等を踏まえると、売

春の相手方となる者による勧誘等についても、社会の風紀を乱し、公衆に迷惑を及ぼすと

いう点では売春目的での勧誘等と異ならないことなどから、何らかの規制を設けるべきで

あるという点ではおおむね異論はなかったかと思います。 

  その上で、その規制の方法について、「路上売春の問題は特定の地域で生じているという

実情からすると、法律によって全国一律の規制とするのではなく、条例による地域の実情

に応じた規制に委ねるのがいいのではないか。」という御意見があった一方で、「売買春

に関する問題は、現在特段問題になっていない地域においても起こり得るものであること

などを踏まえると、国の法律による規制で対応すべきものである。」とか、「条例による

規制とした場合、インターネット上の勧誘等に適切に対処することができるのかについて
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疑問がある。」といった御意見がありました。 

  また、具体的な規制の在り方については、「売春目的での勧誘等に係る現行法第５条各号

に規定された行為と同様の行為を処罰対象とすることが考えられる。」といった御意見が

あったほか、「売春の相手方となる者による勧誘等に対する規制として十分なものとする

観点からは、売春者からの勧誘に応じる行為や、売春者を品定めする目的で路上を徘回す

る行為などについても処罰対象とすることを検討することが考えられる。」といった御意

見もあった一方で、「実務的な観点からは、徘回行為等を処罰対象として規定した場合、

売春の相手方となる目的を有する者とそうした目的を有しない者とを客観的な挙動によっ

て区別して立証することは事実上極めて困難と考えられる。」といった御意見もありまし

た。 

  二巡目の議論においては、ただ今申し上げた一巡目の議論を踏まえて、更に御議論いただ

ければと思います。それでは、御意見のある方は、御発言をお願いします。 

○大橋委員 私は、一巡目の議論において、勧誘の規制については、各地の実情に委ねて、条

例で規制することが望ましいのではないかという意見を申し上げました。その際に様々な

御批判を頂戴した内容と、本日のヒアリング等の内容を踏まえていろいろ考えたところを

改めて申し上げたいと思います。 

  まず、現在この検討会の焦点になっている路上売春の問題については、やはり地域性のあ

る問題ではないかという印象は変わらず持っているところです。本日のヒアリングでのお

話も、大都市の歓楽街で、大きなホテル街があって、匿名性があって、深夜に至るまで人

の流れがあるといったような環境要因があるので、全国から人が集まってくるといったも

のであったといえるのではないかと思います。そういったことからしますと、この路上売

春の問題は、全国の様々な地域で蔓延している問題というよりは、特定の地域がホットス

ポット化しているという表現がふさわしいのではないかと思っております。「ホットスポ

ット化」と申しますのは、特定の地域がほかの地域と比べて顕著に特異的に路上売春が行

われる頻度が高くなっているのではないかということです。その結果として、特に全国か

ら集中しているということもあって、路上での客待ち、条件交渉、見物客あるいはインタ

ーネット上の発信による外国人観光客の来訪ですとか、そういった様々な要素が重なって、

地域環境に非常に大きな問題が生じているという整理ができると思うのですが、こういっ

た地域的な現象について全国一律の規制が必要なのかは慎重な検討が必要ではないかと思

います。 
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  その上で、他方で、ＳＮＳでの勧誘行為というのは、確かに質の違うところがあるのかな

と思います。売春防止法の立て付けとしては、規制対象は、広告その他の方法で誘引する

こととされており、恐らく売春防止法制定当時は広告というと町の中に埋まっているもの

であったかと思うのですが、現在ではインターネットを通じてなされるものもその広告に

含まれるということで、確かに、文言上、「広告」からこれを除外する理由はないと思わ

れ、法制定当時は想定されていなかった行為にまで規制が及んでいるという実情があるの

かなと思います。これは、公衆に対する迷惑行為といえばそうなのでしょうけれども、町

の景観や雰囲気を害するというよりは、インターネット空間での迷惑行為といったような

位置付けになろうかと思います。規制の性質がちょっと違うものになっているのではない

かと思います。本日の大門委員からのお話には、インターネット上の書き込みを見た人が

通報してくる場合があるといったことや、現実には誰が書き込んでいるのかが分からない

ので実は周旋である場合もあるという話がありましたけれども、実務上周旋と区別がつか

ないということで検挙されている実情もあると理解いたしました。 

  こういった規制を残す必要があるのかどうかも一つの問題だとは思っております。売買春

そのものを処罰しないでその助長行為を処罰する、特に搾取性の高いものを処罰すること

は必要だと思うものの、勧誘行為は、売買春の当事者が行うものとして、売買春そのもの

と連続する性質があろうかと思いますので、必ずしも勧誘行為の処罰を維持するかどうか

も一つの問題であるとは思います。ただ、その点はちょっと置いて、路上での売春の勧誘

など各地の実情に応じた規制が必要ではないかと思われる類型と、そういった地域性がな

い類型とが混在している状況にあって、各地の実情に応じた規制を基本的に条例に委ねる

とするならば、例えば、現行の売春防止法では売買春が禁じられた上で、その他の行為が

規制されて処罰の対象とされていますが、これを改めて、禁止するけれども規制がない範

囲を少し広げ、売買春とその勧誘行為は禁止するということを法で示した上で、一部の行

為については必要に応じて処罰規定を残して、その他については条例の規制に委ねると定

めることも考えられるのではないかと思います。 

○川崎委員 大橋委員に質問させていただきたいのですが、今の御意見は、売春防止法の第５

条だけを削除した上で、同条第３号については場合によっては売春防止法に少し残して、

他の部分を規制が必要な地域の条例に任せるということですか。 

○大橋委員 はい、そうですね。具体的な条文との対応で申し上げますと、考えられるのは、

例えば、売春防止法第５条第３号の後段は残してその他を削除する、その上で、売春防止
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法第３条で規定されている、売買春は禁止するといった内容について、売買春及びその勧

誘行為は法が許すものではないということを何らかの方法で明示するという立て付けが考

えられるのではないかと思います。 

○川崎委員 そこまでして条例の規制に委ねなければいけないほど、今までしてきた、法律で

規制することをやめないといけない一番の理由は何なのですか。 

○大橋委員 まず、私の基本的に申し上げたいことは、買う側の勧誘行為が非常に問題になっ

ている実情があることは理解しているのですが、それについては全国のあらゆるところで

起きている問題ではないのではないか、そうすると、買う側の勧誘行為の規制を、全国一

律で新たに設けることは余り望ましくないのではないかということです。それに併せて、

売春防止法では売る側だけ勧誘行為の処罰規定が設けられていますが、これについて、売

る側の処罰があって買う側の処罰がないのは不均衡だという御意見もありますので、いず

れもなくすかいずれも設けるかのどちらかがふさわしいのではないかということを申し上

げてまいりました。買う側の規制を条例に委ねることになれば、売る側の規制も条例に委

ねるというのがバランスがとれるのではないかということを申し上げている次第です。 

○川崎委員 御意見の趣旨は分かりました。その上で、これは前回会議でも申し上げたことで

すが、大橋委員は、今、路上での売買春が問題になっている地域において条例を作ればこ

の問題は収まるのだ、特定の地域で条例を作ったとしても、そんなに簡単に条例のない都

道府県には移らないと思うとおっしゃっていましたが、たらればの話なので分からないも

のの、果たしてこんな交通の便のいい国で、例えば、東京都で禁止されたからといって神

奈川県や埼玉県に問題が移らないと絶対言えるのかというとそうとも言えないのではない

かと思います。問題が移ったら、そのときにその地域でまた条例を作ったらいいではない

かということだとすると、それも少し違うのではないかと思います。大橋委員は、この問

題は特定の地域で起こっている問題だとおっしゃいますが、法律で全国的に規制できるよ

うにしておけば、実際に検挙されるのは現にその問題が起こっているところだけで、ほか

のところに適用されることを懸念する必要もないわけですよね。この問題は本当にその地

域しか起こり得ない問題なのかというと、今はその地域でしか起こっていないだけであっ

て、全国で起こり得る問題だというのが私の認識で、そこが恐らく大橋委員の認識とは違

うところだと思うのですが、そういう問題については、基本的に法律によって全国一律に

規制をすべきではないかと思います。 

○佐藤委員 私も、川崎委員に同意しているところなのですが、あらゆる場所で違法であると
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きの話と、ほとんどの場所で違法なのだけれどもある場所では適法であるときの話は、必

ずしも同じように考えることはできないのではないかと思います。スウェーデンでは買う

側の規制がされていますが、統計を見ると、近隣の他国で売買春が増えている状況にある

ようです。この点は他国が調査していないので正確には分からないらしいのですが、もし

かしたらスウェーデンから人が流れていることもあり得るようです。そうすると、全国的

に禁止されている中で歓楽街に集まっている状況と、適法な場所がある場合にそこに行か

ないかというのは、イコールにして考えられないと思うので、やはり全国一律で規制して

おいた方が効率的ではないかと思っています。 

○古川委員 今のトピックに関しては、大橋委員の言われる、地域的な問題だと見て条例に委

ねるという発想も論理としては不可能ではないにしても、そうしたもぐら叩き的な手法に

なると実効を欠くおそれがあるのではないかという、川崎委員、佐藤委員の御見解に同調

いたします。 

  法律ではなくて条例で対応することも可能だという大橋委員の考え方の背景には、恐らく

勧誘等については、迷惑行為という性質が本質的な処罰根拠ではないかと捉え、いわゆる

迷惑行為防止条例の範疇で対応すればいいのではないかという考え方があり、そういった

考え方も論理的にはあり得るかと思います。ですが、この点については迷惑行為の範疇で

捉えること自体が適切ではないのではないかと思っています。 

  すなわち、先ほど大沢委員から御指摘があった、売春防止法第３条で売春及び買春が禁止

されていることを国全体に知らせる必要があるということについては、恐らくどなたも一

致して共感するところかと思いますが、そうした状況下で、勧誘等をすることは、売春や

買春をやってもいいのではないかという風潮をもたらしかねませんので、そうした重大な

社会的弊害があるということが、処罰根拠として見落とせないところかと思います。そし

て、それは決して地域ごとに判断すればいいという問題ではなくて、国全体の考え方とし

て、そうした風潮が伸長する芽は何としてもつみたいと考えるのが法政策として妥当では

ないかと思います。 

  そのため、結論としては、法律で勧誘等を処罰することが妥当であると考えています。 

○櫻井委員 私は、古川委員の御意見に賛同するところです。この検討会が立ち上がった契機

は、路上売春の深刻化ということもありますが、売春者だけを処罰するのは不平等なので

はないか、買春者を処罰すべきであるという世論の高まりがあったということもあると思

います。後者については、風紀の問題というよりは、人としての尊厳という観点もあるか
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と思います。もしこれを迷惑行為防止条例の枠組みで対応することになりますと、実務上

の取締りや処罰は可能であろうと推測はしますけれども、何か一本通った筋に欠けるとい

いますか、売買春の問題を捉えるこの国の視点や理念といったものが矮小化してしまうよ

うな気がしまして、私は、法律として残しておくべきではないかと考えます。 

○大沢委員 私も、売春の相手方による勧誘行為に対して罰則規定を設けるべきだという意見

に変わりはありません。それは、本日のヒアリングで新宿区の方々から実際の話を聞いて、

その必要性を強く感じたところです。周辺の病院の方が通勤の際に歩いているだけで売春

行為の声を掛けられるというのは、もはや私の感覚とすると実害と言ってよくて、明確に

一般市民に迷惑を及ぼしている状況に陥っているのではないかと思います。 

  売春防止法第５条第３号の勧誘行為の罰則を設けた趣旨が、社会の風紀を害し、一般市民

に迷惑を及ぼすものを取り締まるということであることを踏まえれば、買春目的で、主に

男性だと思いますけれども、女性を物色する行為とか徘回する行為について、罰則を設け

て取り締まるべきではないかと、市民感覚としては感じます。一方で、普通に路地を歩い

ている人が罪に問われるようなことはあってはいけないと思いますので、法律に落とし込

む際に、該当行為をどの程度明確にするのかは簡単な作業ではないのかなということも改

めて感じています。 

  また、本日の大門委員のお話にあったようなインターネットを利用した事案に関して、例

えば、女性側からの売春の勧誘がインターネット上であった場合、それに応じる行為も処

罰する必要があるという観点もあると思いますが、では実際にどういう行為を捕捉できる

のかといった点はなかなか難しいところもあるのかもしれないとは思っていて、法律に落

とし込む際には、そういう課題もあるのかなと感じています。 

○北川座長 今、大沢委員から、特に買春側の規制をするとした場合に対象とすべき行為態様

について言及がありましたが、この点について、いかがでしょうか。 

○古川委員 処罰規定を創設するとすればどういう観点から規定を作っていくのかということ

について、私の考えを若干敷衍して申したいと思います。 

  まず、先ほども少し発言いたしましたが、勧誘等のもたらす社会的弊害、つまり売春や買

春をやってもいいという風潮にしてしまうおそれは、売春目的での勧誘者によってのみ作

り出されるわけではなく、相手方あってのものですから、売春の相手方となる者の関与を

刑法的評価の外に置くのは不当であるということから、売春の相手方となる者による勧誘

等に係る処罰規定を創設することに賛成という出発点を持っています。 
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  ただし、この点に関して更に検討を深めるべきこととして、第５回会議で川崎委員が御指

摘になったように、相手方の対向的な関与といっても幅があり、上は積極的な慫慂、下は

単なる応諾まであり得るわけですし、また、相手が言い出したことだなどという弁解をど

う封じるかも考えておく必要があるといった検討課題がございます。この点について、結

論から申しますと、私の考えは、売春防止法第５条各号に対応させるのが合理的であろう

というものです。単なる応諾は、売春を持ち掛けられた者が首を縦に振っただけで売春の

勧誘等として罰し得るとは考えられていないことからすれば、単なる応諾が当罰的な対向

行為であるとは認め難いと思います。他方で、第５条第３号の客待ちに相当する路上での

物色や品定めといった、言うなれば待ち受ける行為、あるいは、売春者を求めてうろつく

行為は、周旋してもらう目的の場合も含めて処罰対象にしておかないと、自分が先に声を

掛けたのではないといった言い逃れの道を残すことになると危惧しています。 

  第５回会議で入江委員から御指摘のあったように、売春防止法第６条第２項第３号では客

待ちは処罰対象とされていませんが、それは、もちろん外形上判断しにくいというのもあ

りますが、同条第１項では経緯はどうあれ周旋がなされるに至った場合が処罰対象とされ

ていますし、また、同条第２項第１号の勧誘については、判例上、買春しようとする者が

先に声を掛けた事実があっても、周旋に必要な値段の話等をすれば、それが勧誘行為だと

解されていることから、さして不都合がないという側面もあろうかと思います。 

  他方で、売春防止法第５条第３号の客待ちは、相手に責任を押し付けることを防ぐ意味が

あると考えられます。客待ちの立証が容易でない場合があるというのも第５回会議で入江

委員が指摘されたとおりではありますが、本当にただ立っていて、あるいは歩いていて、

一方的に売春を持ち掛けられた疑いが残るのであれば、不可罰となるのは当然のことです。

被告人の前後の行動や、立っていた、あるいはうろついていた場所的状況等をよく観察し、

勧誘されるためにそこにいたとしか認められないような事実を立証する必要がありますが、

そうした立証が困難であるという理由で、規定上、処罰対象から除いてしまうのは、うろ

つくだけなら許されるというメッセージを発してしまうことにもなりかねず、危険ではな

いかと思います。 

  このような理由で、売春の相手方となる者による勧誘等として処罰対象とする行為につい

ては、売春防止法第５条各号に対応させるのが合理的だと考えます。 

○川崎委員 この検討会が立ち上げられた契機として、男女の不平等という点が国会やそれ以

外の場面でも様々に指摘されてきたことがあると思いますが、そうした指摘で言われる不
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平等というのが、声を掛けるのが売春側、つまり女性の場合の勧誘は処罰されるのに、買

春側、つまり男性が声を掛けた場合は処罰されないという点だけを指すのか、それとも、

女性が声を掛けてそれに男性が応じた場合に売春の契約が成り立つにもかかわらず、声を

掛けた女性の側だけが取締りの対象になるのはおかしいではないかという意味もあったの

かということについては、人によって理解が異なっていたのではないのかと思いますので、

私自身は応諾行為を必ず処罰しないといけないと思っているわけではないですが、応諾行

為も含めて、どこまでを処罰対象とすべきかを検討しておかないといけないのではないか

と思います。 

  それから、本日のヒアリングでの御説明を踏まえて考えても、古川委員からも御指摘があ

りましたが、私も、もし買春側は勧誘行為だけを処罰対象にするという形にすると、男性

の方が待っていて女性が声を掛けた場合に、単に声を掛けられるのを待っている買春側に

ついては規制の対象にならず、処罰の間隙が生じ得るのではないかと感じておりました。

ですので、売春防止法第５条と全く同じかどうかは検討が必要だと思うものの、売春側あ

るいは買春側の片方だけが処罰されることを回避するためにはどうしたらいいのかという

ことを検討することが重要ではないかと思っております。 

○古川委員 先ほどの意見に若干補足いたしますと、もう一つ私が気にしていた点としては、

買春目的での勧誘だけではなくて、周旋してもらう目的であっても同様であるとしておか

ないと、当罰性があることは明らかなのに弁解の仕方次第で処罰から漏れてしまうという

不合理が発生しかねないということです。ですので、周旋してもらう目的であっても同様

であるというところは意見として付け加えておきたいと存じます。 

○佐藤委員 川崎委員と古川委員から、売春をする者からの勧誘に応じる行為と、自己を相手

方とする売春の周旋を公然と依頼する行為についての処罰規定について話が出たと思いま

す。これらの行為が、社会の風紀を乱して公衆に迷惑を及ぼし、売買春の風潮を助長する

という点においては、私も賛成しているところです。 

  他方で、これは前回も少し申し上げたのですけれども、売春者側の処罰範囲を現行法より

も広げたくないという気持ちがあります。仮に、売春する者からの勧誘に応じる行為と自

己を相手方とする売春の周旋を公然と依頼する行為が処罰対象とされることになれば、買

春をする者からの勧誘に応じる行為と、売春の相手方の周旋を公然と依頼する行為につい

ても、同じ理屈で、処罰していいと思われてしまうのではないかということをすごく憂慮

しています。例えば、売春者側がこれらの行為を行った場合は責任阻却あるいは責任減少
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のような形で多少処罰が緩和されるのであれば、買春者側の処罰範囲の拡張についてはぜ

ひと言いたいところなのですが、それが導入されない状況で売春者側の処罰範囲も広がっ

てしまうのは、社会の現状から考えると阻止したいなというジレンマがあるところです。 

○古川委員 佐藤委員の御指摘は大変重要な点であり、私が申し上げた点の見落としを的確に

指摘していただいたものと理解しています。私としては、佐藤委員が危惧されているよう

な、売る側からの公然の周旋依頼という犯罪類型が新たに作られることは適切ではないし、

そのようなことを意図して考えを申したわけではないということを答えておきたいと存じ

ます。理論的にそういうことを担保できるのかというところが佐藤委員の懸念される点か

と思いますが、様々な考え方はあり得ると思うものの、買う側の勧誘行為よりも、売る側

の勧誘行為の方が、刑法風に言うと責任が軽いのではないかと考えることは十分可能であ

ろうかと思いますので、買う側の勧誘については言い逃れを許さないために処罰範囲を広

くしたとしても、売る側の勧誘等についてはそこまでする必要はないと考えて、買う側と

同じように拡張することはしないという議論も十分可能だと思います。 

○北川座長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。それでは、本日の「売春の相

手方となる者による勧誘等に係る処罰規定について」の議論は、ひとまずこの程度とさせ

ていただきます。 

  次に、「売春目的での勧誘等に係る処罰規定について」ですが、この点に関しても、一巡

目の議論の整理を紹介させていただきますと、まず、「売春をする者には支援を要する者

が多いことを踏まえると、売春をする者を処罰する必要性があるかは疑問であり、基本的

には、売春防止法第５条を廃止するのがよいのではないか。」という御意見があった一方

で、「売春をする者の中には保護の対象とすべき者が多くいるとは思われるものの、売春

防止法第５条の保護法益を前提とすると、売春をする者による勧誘等について、社会の風

紀を乱し、公衆に迷惑を及ぼすという法益侵害がないと考えることは困難である」とか、

「売春をする者の中には自らの意思で行う者も一定数いることを否定できないことからす

ると、そうした者も含めて売春をする者を一律に保護の対象と考えて処罰対象から除外す

ることは困難である」ことなどから、売春防止法第５条を維持することが適当であるとい

った意見がありました。 

  二巡目の議論におきましては、ただ今申し上げたような一巡目の議論を踏まえ、更に御議

論いただきたいと思います。それでは、御意見のある方は、御発言をお願いします。一巡

目の議論の確認という意味でも、同じ意見を頂戴してもよろしいかと思います。 
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○櫻井委員 私は、一巡目の議論において、売春防止法第５条は廃止してもいいのではないか

と申し上げました。その理由としては、この検討会でも認識が一致しているように、売春

をする者には支援が必要であるというところがあろうかと思います。現行法下では、第５

条があることによって、補導されて、そこから支援につながるという意図もあるのかなと

考えるところではありますが、犯罪者とする必要があるのかというところはやはり疑問を

持っております。違法であるとしたとしても罰則まで必要なのだろうかと考えております

ので、私は、売春防止法第５条は廃止してもよいのではないかと思っています。 

○大橋委員 先ほど、売春の相手方となる者による勧誘等に係る処罰規定に関して既に意見を

申し上げたところですが、若干補足させていただきますと、私も、売春防止法第５条は廃

止してもいいのではないかと思っているところです。その理由としては、ただ今櫻井委員

がおっしゃったことと同様で、売る側の立場の方には様々な問題を抱えている方が多く、

そういった方々に必要なものは支援であり、支援を通じて売買春を減らしていくという考

え方からすると、支援につながる要素ばかりではないと思われる処罰規定を必ずしも設け

る必要はないのではないかというところです。 

  ただ、ちょっと悩ましいのは、現在、勧誘行為が処罰されているのは、その行為が公衆の

面前で行われて、町の雰囲気やまちづくりに迷惑を及ぼすからということだと思いますが、

それは買う側であっても売る側であっても変わらないように思いますので、売る側だけ処

罰をなくすことには問題があるのではないかということも踏まえて、売る側についても買

う側についても、法律で処罰するのではなくて条例に委ねるということが一案としてあり

得るのではないかと申し上げた次第です。 

  条例に委ねると、処罰の間隙を縫って、問題がいろいろな所に移動するのではないかとい

う御意見もあり、それもそうかもしれないのですが、私としては、現状起こっている問題

が、大都市圏にいろいろな所から集まってきてホットスポット化しているという問題だと

しますと、その場所で対応すれば大きな問題は解消されていくのではないか、また、その

他の地域でも実情に応じて規制するということにすれば、ホットスポット化する要因があ

るところでは規制がきちんと整備されるのではないかと思っています。 

○北川座長 ただ今の櫻井委員と大橋委員の御意見は、売春防止法第５条は廃止すべきである

という御意見かと思いますが、同条を存置すべきであるというお考えの委員の方から御意

見を賜っておきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○川崎委員 前回会議で申し上げたことから付け加えることはほぼないのですが、櫻井委員や
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大橋委員が御指摘のように、保護が必要な人がいることについては否定はしませんが、逆

に言うと、全員が保護が必要な方であるとおっしゃっているわけでもないと思いますので、

個別の対応が柔軟になされることが必要だと思います。他方で、売春防止法第５条の保護

法益が、社会の風紀を乱しているといったことにあることからすると、処罰規定を一律に

なくしてしまうということは、そうした保護の対象でない人たちも処罰しないということ

を選択することになりますので、売春防止法第５条の処罰規定は残した上で、その運用に

当たって、それぞれに必要な対応を柔軟にしていくことが模索されるべきだと思います。 

○古川委員 私も、川崎委員と同じ考え方です。大橋委員が言われたように地域的な問題だと

いうアプローチも論理的にはあり得るけれども、この問題は国全体の問題であり、売買春

の勧誘等をしてはいけないということは国全体のルールとしてわきまえることが望ましい

というのは先ほども発言したとおりです。 

  売春防止法第５条廃止論の背景にあるのが、売春をせざるを得ない立場に追い込まれた者

を罰することに対する疑問があるという点も理解できるところですし、それ自体は理由の

ある意見だとも思う反面、第５回会議で星委員や佐藤委員も発言されていましたが、勧誘

等の違法性を否定する理由までは見当たりませんし、だからこそ、背後の共犯者等の処罰

も同条があることによって可能であるということに鑑みれば、同条を削除してしまうのは

まずいのではないかと思います。 

  ただ、そうは言っても、売春者の置かれた状況に配慮すべき要請もまた、決して否定でき

ないところです。犯罪論的には、第５回会議で佐藤委員の御指摘にあった責任減少とか責

任阻却といったことも考えられますが、先ほど川崎委員も触れておられたように、類型的

に一律に寛恕すべき対象であるとは限らない以上、例えば、任意的な刑の減免を書き足す

としても、象徴的な意味合いを持たせることはともかく、刑の減免の基準を明文化するの

は難しいように思います。そうしますと、現実的には、非犯罪化することよりも、第５回

会議での星委員の御指摘にもあったように、まずは捜査機関において支援につなげること

が重要であり、そのラインの強化が優先課題であると考えます。 

○大沢委員 私も、前回会議と意見は変わらず、売春防止法第５条をなくしてしまうことには

抵抗を覚えています。同条をなくすことは、社会に対する誤ったメッセージになってしま

うのではないかというのが一番気になるところです。本日の大門委員の御説明にもあった

とおり、検挙された女性の中には、どうせ捕まってもすぐ出られるとか、どうせ罰金２万

円だからといった受け止め方があるという現状を考えると、教育現場で売買春というのは
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いけないことなのだという売春防止法の趣旨がしっかりと教育されているのであればまだ

しも、今現在はそうではない以上、売春防止法第５条をなくしてしまうことは誤ったメッ

セージになってしまうのではないかと危惧します。ですので、同条は残す方がいいのでは

ないかと思っています。 

  いろいろと困難な背景がある女性がいらっしゃることも重々承知していますが、その点に

ついては、古川委員もおっしゃったとおり、そういった方を確実に福祉につなげるという

運用体制の充実を図ることを目指していくべきではないかと思っています。 

○北川座長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、本日の「売春目的での勧誘等に係る処罰規定について」の御議論は、ひとまず

この程度とさせていただきます。 

  本日は、「論点整理」記載の論点のうち、「１ 売春の定義」、「２ 売春及びその相手

方となる行為に対する規制の在り方」、「３ 勧誘等に対する規制の在り方」について二

巡目の議論を行っていただきました。次回会議においては、本日に引き続き、残りの論点

である「４ 法定刑」について二巡目の議論を行いたいと思いますが、もし、この段階で、

本日議論がなされた論点に関して補足又は確認をしておいた方がいい点があるとお考えの

方や、あるいは、「論点整理」に記載された論点以外の項目で、次回会議において検討す

べきと思われるものについての御意見がある方がいらっしゃいましたら、この機会に御発

言いただければと考えますが、いかがでしょうか。 

○川崎委員 この検討会のヒアリングでも議論の中でも、何度も、保護や支援の話が出てきて

います。困難女性支援法ができたことによって、売春防止法からは売春者保護の観点が外

れてしまっているものの、ヒアリングでの御説明の半分ぐらいは保護に関するものであっ

たように思いますし、その点を考えても重要な問題だと思います。もちろん、この検討会

では売春防止法の改正について議論しているわけですけれども、売買春に関する問題状況

についての対応という意味では、また売春防止法上の規定に戻すとかいう意味ではありま

せんが、保護の観点があってもいいのではないかと思います。現状、売る側の方の保護が

十分にできているのかというと、本日の大門委員の話にもありましたが、パンフレットを

渡すところまでしかできていない。つまり、現行の売春防止法では、パターナリスティッ

クに本人の意思を踏まえずに支援につなげるということができなくなっているわけですよ

ね。困難女性支援法ができる前は本人の意思とはかかわらず補導処分につなげるというこ

とができていたわけですから、そういう意味では、保護との接点が逆に弱くなってしまっ
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ていると思います。この点について、それが悪いとは言いませんが、そうなってしまって

いることを踏まえて、この法律で何かを規定するわけではないとは思いますが、保護を十

分に届けることを考えた方がいいのではないのかという言及は、この検討会においてもあ

ってしかるべきかなと思います。 

○櫻井委員 ここまでこの検討会の議論に参加させていただきまして、改めてこの法律の目的

とは何かを考えさせられています。その点に関して、２点、私の方から申し上げたいこと

があります。一つ目に、現行の売春防止法の第１条では、「売春が人としての尊厳を害し、

性道徳に反し、社会の善良の風俗をみだすもの」とされていて、それぞれが並列的に並べ

られています。確かに、本日のヒアリングで新宿区の現状などをお聞きしたところ、風紀

の問題は当然あると私も思っています。インターネット上でも同様だと思っています。た

だ、この法律が根幹に捉えるべき問題は何だろうと思ったときに、私は、やはり、売買春

が人の尊厳を傷付ける行為であるという点ではないかという感じを持っています。 

  二つ目は、法律名にも関わるところですが、現行法の第１条の「売春は、」というのは、

「買春は、」でなくていいのかという疑問も持っています。法律制定当時の説明を見ると、

売春行為の反社会性を明確にするという説明がされており、法律の目的のところを読むと、

売春を行う者は悪であるという含みがあるように、私には思えてしまいます。なので、こ

こはせめて、買春という需要側に要因があるということを示さなくてもよいのかという議

論が必要ではないかと感じています。 

○北川座長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

  ありがとうございます。それでは、本日予定していた議論はこれで終了となります。 

  先ほど申し上げたとおり、次回会議においては、本日に引き続き、二巡目の議論を行いた

いと思います。 

  本日予定していた議事につきましては、これで終了いたしました。 

  本日の会議の議事につきまして、これまでと同様に、原則的な方針としては、発言者名を

明らかにした議事録を作成するとともに、説明資料等についても公表することとさせてい

ただきたいと存じます。もっとも、御発言内容を改めて確認し、ヒアリング対象者も含め

て発言者の御意向も伺った上で、非公表とすべき御発言や資料がある場合には、該当部分

を非公表としたいと考えております。それらの具体的な範囲や議事録上の記載方法等につ

いては、発言者との調整もありますので、座長である私に御一任いただけますでしょうか。 

             （一同異議なし） 
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○北川座長 ありがとうございます。それでは、そのようにさせていただきます。 

  本日の会議はここまでとしたいと思います。 

  次回予定について、事務当局から説明をお願いいたします。 

○栗原参事官 次回の第７回会議は、令和８年７月１６日木曜日午前９時３０分からを予定し

ております。詳細につきましては、別途御案内申し上げます。 

○北川座長 本日はこれにて閉会といたします。どうもありがとうございました。 

－了－ 


